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はじめに

●小さな会社のための「労務管理の“基本のキ”」を
お伝えします

ある会社のセミナー講師をお受けした時、「労務管理につい
て分かりやすい本を参加者に配布したい」というご相談を受け
ました。たしかに、労務管理の本というと、労務関連の法律を詳
細に説明するような本、総務や人事の専任スタッフ向けの詳細
な説明が記載されている本が、世の中にとても多いように感じ
ます。
小さな会社でいろいろな仕事を兼務している方はとくに、マ
ルチタスクで日々忙しく仕事をされています。経営者となれ
ばなおのことです。労務管理について分かりやすく要点を得
られ、幅広い内容の基本について網羅している本があったなら
ば、お役に立てるのではないかと思ったことが、本書執筆のきっ
かけです。
私は、大手企業での人材教育、ベンチャー企業での会社の仕組
みづくりに携わり、会社の成長に人が大きくかかわる姿を見て
きました。その後、大手の社会保険労務士事務所で約６年、税理
士事務所に併設した社会保険労務士事務所で５年以上、多くの
お客様の労務相談をお受けする中で、労務管理の大切さを強く
感じています。
なお、私自身も現在、社会保険労務士法人のいち代表として従

業員を抱え、給与を払い、社会保険料を払い、労務管理を行なっ
ています。従業員をはじめて一人雇用した時、５名になった
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時、10名を超えた時、それぞれのステージで様々な問題に直面
してきました。人を雇うことには責任が伴います。本人とその
家族のために生活の糧となる給与を払い、何かあった時にも生
活が困らないよう、公的保険制度への加入などを考える必要が
あります。
現在、当法人のグループ全体の総務として、50名以上の従業
員の労務管理も行なっています。従業員が50名を超えると専
門的に労務関係の手続きや給与計算をする人が必要になり、総
務部や経理部などで法改正への対応や社内ルールの整備などを
行なっています。
自身が経営に携わっていることで、読者の方により実践的で
現場で使える知見をお伝えできると自負しています。

●経営者や担当者の「知らなかった」が
大きな事件につながる現実

私どもの事務所では、起業して間もない方や個人事業主とし
て従業員を雇用している方、役員だけで仕事をしてきたけれ
ど、これから人を雇って事業を大きくしていこうと考えている
方など、様々な方から多種多様なご相談をお受けしています。
毎月の入社や退職者の対応一つ考えても、社内書類の作成、入
社退職の社内手続き、行政の手続き、給与計算と作業は多岐に渡
ります。しかし、従業員50名に満たない小さな会社では専任者
がいないため、社長や社長の奥様、古くからいる従業員が現場の
仕事と兼務されているケースが多くあります。
先日、労働基準監督署の調査が入ったということで対応のお
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手伝いにうかがったケースでは、「不正をしているつもりはな
いが、そんなこと知らなかった」というお話をお聞きしました。
従業員が退職した後にトラブルとなったというご相談を受け
ることも多くあります。従業員として仕事をしている時にはと
ても頑張っていたので可愛がっていたという人が、退職した後
に、寝耳に水のように訴えてくるようなケースもあるのです。
社長が良かれと思ってやってあげていたことが、突然、会社のリ
スクとなってしまう場合もあるのです。
本書では、そのようなトラブルを未然に防ぐ手法もお伝えで
きたらと思います。
小さな会社で人の管理をすることになった時、どんな保険に
加入する必要があるのか、給与計算をする時にどんなルールが
あるのか、会社としてどんなルールが必要なのか、守るべきこと
と、さらには、人を雇うことでのメリット（助成金）についても
触れます。

●“無敵”とは戦うことではなく、
相思相愛の職場をつくること

現在は、インターネットの発達で、ネット上にいろいろなこと
を書き込む人がいます。企業についての内部の口コミをまとめ
るサイトも存在し、それ以外にもネットでは無記名の書き込み
は後を絶ちません。企業経営は白日の下にさらされていると
いっても過言ではありません。社長や人事労務担当者が「知ら
なかった」では済まされないことが沢山あるのです。
また、従業員が労働基準監督署や弁護士に相談に行くケース
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も増えています。「たくさんお給料をあげているから大丈夫」
と安心している時代でもありません。
一方で、トラブルを起こした従業員を辞めさせたいと思った

時、何を根拠にして話をすればいいのか。突然、従業員が来なく
なった時、どのような対応をすれば良いのか頭を抱える経営者
の方も多数いらっしゃいます。
とはいえ、本書のメッセージは、そのような労使トラブルが
万一起きた時に、「勝つ」ための方法を指南するものではあり
ません。孫子の「兵法」にある「百戦百勝は善の善なる者に非
ざるなり。戦わずして人の兵を屈するは善の善なる者なり」の

。んせまりあはで意本も葉言ういと」つ勝「、合場の書本、たま
きちんとしたルールのもとで、会社も従業員も安心安全な職

場で、イキイキとそれぞれの夢と目標を持って仕事をしてもら
うことこそ、お伝えしたいことです。実務面のノウハウだけで
なく、そのようなメッセージをお届けできれば、著者冥利に尽き
ます。
本書を通じて、忙しい現場で仕事を兼務しながら「労務管理」
を行なっている方のご負担が軽くなり、労使ともが団結して
「いい会社づくり」に邁進できるために、少しでもお役に立つこ
とができれば幸いです。

2018年10月吉日
柴田千華
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●労務管理チェックシート

本書をお読みいただく前に、まずは以下10個のチェック項目
を確認してみてください。ひとつでも「いいえ」にチェックが
入るなら、御社の労務管理はリスクを抱えている状態といえま
す。今すぐ対応が必要です。

※社員数５名未満の個人事業主は雇用保険のみでOKです。
　飲食業・理美容業・農業・漁業・旅館業などは、社員数５名以上でも加入義務はあ　　
　りません。

No. 内容 はい いいえ

1 雇用保険に加入していますか？

2 社会保険に加入していますか？※

3 労働者名簿はありますか？

4 賃金台帳はありますか？

5 出勤簿はありますか？

6 従業員への労働条件通知書、
雇用契約書はありますか？

7 就業規則はありますか？

8 健康診断は１年に１回実施していますか？

9 １日８時間を超えた時間分の手当は
支給していますか？

10 36協定届を労働基準監督署に提出していますか？
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